
平成２２年１月１９日現在

地方分権改革関係の動向について
（平成21年７月知事会議以降）

○全国知事会「理事会」の開催 [７月13日]

○全国知事会議の開催 [７月14,15日]

【主な内容】

・ 平成22年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」の決定「

・ 戦略会議」の設置を決定「

、・地方分権に絞って客観的で明確な基準をもって政権公約評価を行うこととし

具体的な政党支持については行わないことを決定

・以下の提言・方針等を決定

直轄事業負担金の支払い基準及び今後の廃止方針について

地方交付税の復元・強化に関する提言

地方税源の確保・充実等に関する提言

地方分権改革にかかる今後の行動方針

住民福祉を支える地方消費税の引上げを含む税制抜本改革の提言

仕事と子育ての両立支援に係る提言

○平成21年第21回経済財政諮問会議 [７月17日]

【主な内容】

・危機克服への道筋とリスクへの対応について

○第90回地方分権改革推進委員会 [７月21日]

【主な内容】

・財務会計に関するヒアリング

・行政委員会に関するヒアリング

・農林水産省ヒアリング（食糧部関連）

○全国知事会「平成22年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 （過疎対策関」

係） [７月23日]

・要請者：村井過疎対策特別委員会委員長（長野県知事）

・要請先：鈴木総務事務次官、岡本総務審議官、久保総務省自治財政局長

自由民主党過疎対策特別委員会幹事

○全国知事会「平成22年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 （国土交通省関」

係） [７月27日]

・要請者：二井建設運輸常任委員会委員長（山口県知事）

・要請先：谷口国土交通事務次官
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○「直轄事業負担金制度の改革に関する申し合わせ」について、二井直轄事業負担

金問題プロジェクトチーム座長（山口県知事）が、関係要路へ要請活動

[７月27日]

○第７回道州制ビジョン懇談会税財政専門委員会 [７月28日]

【主な内容】

・持田委員長代理からの論点整理

○第91回地方分権改革推進委員会 [７月28日]

【主な内容】

・国土交通省ヒアリング（北海道開発局関連、道路局及び河川局関連）

・税財政の論点整理について

○「地方交付税の復元・強化に関する提言」について、井戸地方交付税問題小委員

会委員長（兵庫県知事）が関係要路へ要望活動 [７月30日]

○全国知事会「平成22年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 （地域情報化関」

係） [７月30日]

・要請者：飯泉情報化推進対策特別委員会委員長（徳島県知事 、松沢神奈川県）

知事

・要請先：中村総務大臣政務官、鈴木総務事務次官

○全国知事会「平成22年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 （社会文教関」

係） [７月30日]

・要請者：神田社会文教常任委員会委員長（愛知県知事）

・要請先：舛添厚生労働大臣、漆間内閣官房副長官、坂田文部科学事務次官

○全国知事会「平成22年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 （農林商工関」

係） [７月30日]

・要請者：松沢農林商工常任委員会委員長（神奈川県知事）

・要請先：舛添厚生労働大臣、野村農林水産大臣政務官、望月経済産業事務次

官

○第７回道州制ビジョン懇談会区割り基本方針検討専門委員会 [８月３日]

【主な内容】

・諸外国の広域自治体等について

・埼玉県等と他都府県との旅客純流動等について

・ 経済的・財政的自立が可能な規模」について「

・松原宏東京大学大学院総合文化研究科教授より説明

○全国知事会「平成22年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 （災害対策関」
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係） [８月４日]

・要請者：泉田災害対策特別委員会委員長（新潟県知事）

・要請先：林内閣府特命担当大臣（防災）

○第32回道州制ビジョン懇談会 [８月４日]

【主な内容】

・九州シンポジウム報告について

・北陸経済連合会からの報告について

・基礎自治体について

○全国知事会「平成22年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 （政策提案、地」

方行財政関係） [８月６日]

・要請者：石井総務常任委員会委員長（岡山県知事）

・要請先：鈴木総務事務次官

○地方分権改革に関する公開討論会 [８月７日]

【主な内容】

・麻生全国知事会会長（福岡県知事 、古川政権公約評価特別委員会委員長（佐）

賀県知事）をはじめ９名の知事、森全国市長会会長（長岡市長）など５名の市

長が参加し、自由民主党の菅義偉選挙対策副委員長、公明党の山口那津男政務

調査会長、民主党の玄葉光一郎分権調査会長との間で、各党の政権公約を中心

に、地方分権に関する基本姿勢や地方行政面、地方財政面、国と地方の協議の

場の法制化などに関して、公開討論。

○第92回地方分権改革推進委員会 [８月７日]

【主な内容】

・税財政の論点整理について

○古川政権公約評価特別委員会委員長（佐賀県知事）が、地方分権政策に関する自

由民主党、公明党、民主党各党の政権公約の全国知事会評価結果を公表

[８月８日]

○麻生全国知事会会長（福岡県知事）が、地方分権政策に関する自由民主党、公明

党、民主党各党の政権公約の全国知事会評価結果公表に関してコメントを発表

[８月８日]

【主な内容】

・総合点ではあまり高い大きな差はつかなかった一方、財源確保への不安が減

。点として現れており、この実情に対して適切な対応が成されることを強く望む

・今後も、政権公約評価及び実績評価を継続して実施することにより、地方分

権改革を着実に進めるべく行動する。

○第93回地方分権改革推進委員会 [８月17日]
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【主な内容】

・税財政の論点整理について

○第94回地方分権改革推進委員会 [８月25日]

【主な内容】

・地方六団体からの意見表明

○第94回地方分権改革推進委員会に麻生全国知事会会長ほか、森全国市長会会長及

び山本全国町村会会長が出席し、地方税財政改革等に関して意見交換 [８月25日]

○衆議院議員総選挙投開票 [８月30日]

○麻生全国知事会会長（福岡県知事）が衆議院議員総選挙の開票結果を受け、声明

を発表 [８月30日]

【主な内容】

・民主党を中心とする新政権へ期待するとともに、マニフェストにおいて明記

された地域主権の確立、地方自主財源の大幅拡充、国と地方の協議の場の法制

化など真の地方分権改革を実現するよう強く求める。

○第95回地方分権改革推進委員会 [９月７日]

【主な内容】

・小早川委員ワーキンググループ報告（義務付け・枠付けの見直し）

・国と地方の協議の場及び地方自治関係法制について

○麻生全国知事会会長（福岡県知事）をはじめ地方六団体会長が、民主党の鳩山代

表及び菅代表代行に、国民生活の向上と安心を目指した国と地方の協議の早期開

始について要請活動 [９月９日]

○全国知事会「第１回この国のあり方に関する研究会」の開催 [９月10日]

【主な内容】

・わが国に漂う不安感、閉塞感について

○民主党の鳩山由紀夫代表が衆参両院本会議で行われた首相指名選挙で首相に選出

され、民主党、社民党、国民新党の３党連立による鳩山内閣が発足 [９月16日]

○地方六団体が鳩山内閣発足を受け共同声明を発表 [９月16日]

【主な内容】

・新政権において 「地域主権」の考え方の下、国と地方の役割分担を積極的に、

見直し、地方への大幅な権限移譲、地方税財源の拡充、国と地方の協議の場の

法制化を実現し、国全体の活力を取り戻す真の地方分権を確立されることを強

く期待する。

・地方関連の予算の見直しに際しては、地方の実情や事業の必要性等を丁寧に
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検証した上で最大限に配慮されることを強く求める。

・経済・雇用対策、子育て支援や高校の実質無償化の具体化策、後期高齢者医

療制度、暫定税率その他の地方税財政対策など地方に影響の大きい喫緊の諸課

題について、新内閣と早急に協議を開始したい。

○第96回地方分権改革推進委員会 [９月24日]

【主な内容】

・第３次勧告に向けた審議（義務付け・枠付けの見直し）

○上田埼玉県知事、松沢神奈川県知事及び石井富山県知事が、補正予算の見直し等

に当たって地域の実態に十分な配慮を求めるため、原口総務大臣、川端文部科学

大臣及び長妻厚生労働大臣に対し要請活動 [９月29日]

○上田埼玉県知事、松沢神奈川県知事及び石井富山県知事が、全国知事会、全国市

長会及び全国町村会でとりまとめた新型インフルエンザワクチンの接種に係る低

所得者対策について、原口総務大臣及び長妻厚生労働大臣に対し要請活動

[９月29日]

○全国知事会「第19回地方税制小委員会」の開催 [10月５日]

【主な内容】

・平成22年度税制改正要望について（暫定税率廃止への対応を含む）

○「平成22年度税制改正等に関する提案」について、石井地方税制小委員会委員長

（富山県知事 、平井同副委員長（鳥取県知事）が原口総務大臣をはじめとする政）

府関係者等へ要望活動 [10月５日]

○平成21年度補正予算における地方向け基金事業・交付金について、全都道府県意

見をとりまとめ、各基金事業・交付金が地方にとって更に効果的で使い勝手のよ

いものになるよう総務省に要望 [10月７日]

○第97回地方分権改革推進委員会 [10月７日]

【主な内容】

・第３次勧告に向けた審議

○第97回地方分権改革推進委員会において「第３次勧告 ～自治立法権の拡大によ

る「地方政府」の実現へ～」を取りまとめ [10月７日]

【主な内容】

・昨年12月に出された第２次勧告において見直し対象とされた義務付け・枠付

けに係る条項(約4,000条項)のうち （a）自治体の施設・公物に対する国の設置、

管理基準 （b）自治体の事務に対する国の関与（協議、同意、許可･認可･承。

認 （ｃ）計画の策定及びその手続の自治体への義務付け。の特に問題のある）。

３つの重点事項（892条項）について、個別の条項毎に具体的に講ずべき見直し
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措置を提示

○地方分権改革推進委員会の第３次勧告について、地方六団体がコメントを発表

[10月７日]

【主な内容】

・ 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大」について評価「

・累次の勧告で示されたすべての条項について、義務付け・枠付けの廃止また

は地方の裁量を拡充する見直しを行い、早期に法制化することを強く求める。

・ 地方自治関係法制の見直し」について、勧告に沿った対応が行われるべき。「

・ 国と地方の協議の場」について、国と地方が対等の立場で議論できる体制を「

法制化することが不可欠であり、できる限り速やかに事実上の協議を開始する

ことが重要であり、政府としての対応を強く求める。

○地方分権改革推進委員会の丹羽委員長が「第３次勧告 ～自治立法権の拡大によ

る「地方政府」の実現へ～」を鳩山内閣総理大臣に手交 [10月８日]

○全国知事会議の開催 [10月９日]

【主な内容】

・原口総務大臣及び逢坂衆議院議員との意見交換

・ 全国知事会の活動方針」を決定「

・９つのプロジェクトチ－ムを立ち上げることを決定

・ 国と地方の協議の場」の法制化・ 地域主権」の速やかな具体化を求める声「「 「

明」の決定

・ 平成22年度税制改正等に関する提案」の報告「

・公立高校生の授業料無償化及び私立高校生の学費無償化に関する意見につい

て報告

○総務省の「平成22年度税制改正要望に関する御意見の募集について」に応じ 「平、

成22年度税制改正等に関する提案」を提出 [10月13日]

○麻生全国知事会会長が前原国土交通大臣と面談し、直轄事業負担金制度に関する

三大臣と知事による意見交換会の開催を提案 [10月14日]

○政府が「子育て応援特別手当」の執行停止を検討している旨の報道を受け、地方

六団体が緊急声明を発表 [10月15日]

【主な内容】

・政府が補正予算削減の一環として検討されている「子育て応援特別手当」の

、執行停止が、国と地方の信頼関係を根底から揺るがすものであることを認識し

削減の対象としないよう強く求める。

○全国知事会「第２回この国のあり方に関する研究会」の開催 [10月21日]

【主な内容】
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・わが国に漂う不安感、閉塞感について

・ 福祉政策と雇用政策の国際比較から見たわが国の特徴と方向性」について「

・ わが国の目指すべき社会の方向性」について「

○「平成22年度税制改正等に関する提案」について、石井地方税制小委員会委員長

（富山県知事）が峰崎財務副大臣へ要望活動 [10月21日]

○地方六団体「地方六団体代表者会議」の開催 [10月23日]

【主な内容】

・地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合について

・地方分権推進全国会議（仮称）の開催について

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合 [10月23日]

【主な内容】

・平成22年度の地方交付税の概算要求の概要等について

○厚生労働大臣と全国知事会との意見交換会の実施について、神田社会文教常任委

員会委員長（愛知県知事）が長妻厚生労働大臣及び長浜厚生労働副大臣に要請

[10月23日]

○平成21年度第５回税制調査会において地方団体との意見交換 [10月29日]

【主な内容】

・石井地方税制小委員会委員長（富山県知事）が出席し 「平成22年度税制改正、

等に関する提案」に基づき意見陳述。

○直轄事業負担金制度に関する意見交換会 [11月２日]

【主な内容】

・前原国土交通大臣、原口総務大臣及び山田農林水産副大臣と、麻生全国知事

会会長（福岡県知事 、二井直轄事業負担金制度改革プロジェクトチーム座長）

（山口県知事）など11名の知事が、直轄事業負担金制度の今後の方針等につい

て意見交換。

○山田地方分権推進特別委員会委員長（京都府知事）が、義務付け・枠付けの見直

しについてコメントを発表 [11月６日]

【主な内容】

・第３次勧告で指摘された義務付け・枠付けの見直しのうち、公表された各府

省からの回答結果では、地方要望分については、勧告どおりの見直しは約４分

の１であり、約４割はゼロ回答であったことから、対象となる全条項について

各府省からの回答内容を明らかにするとともに、廃止または地方の裁量を拡充

する見直しを実現するよう再度強く求める。

○第98回地方分権改革推進委員会 [11月９日]
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【主な内容】

・第４次勧告に向けた審議

○第98回地方分権改革推進委員会において「第４次勧告 ～自治財政権の強化によ

る「地方政府」の実現へ～」を取りまとめ [11月９日]

【主な内容】

、・地方税財政における諸課題を「当面の課題」と「中長期の課題」とに区分し

地方税財政制度の再構築に向けた諸提言を取りまとめ

・ 当面の課題」では、平成22年度予算の編成に向け、地方交付税の総額の確保「

及び法定率の引上げ、直轄事業負担金制度の改革、地方自治体への事務・権限

の移譲と必要な財源等の確保、国庫補助負担金の一括交付金化、自動車関係諸

税の暫定税率の見直し、国と地方の事実上の協議の開始について取り上げ

・ 中長期の課題」においては、地方税制改革、国庫補助負担金の整理、地方交「

付税、地方債、財政規律の確保について取り上げ

○地方分権改革推進委員会の丹羽委員長が「第４次勧告 ～自治財政権の強化によ

る「地方政府」の実現へ～」を鳩山内閣総理大臣に手交 [11月９日]

○地方分権改革推進委員会の第４次勧告について、地方六団体がコメントを発表

[11月９日]

【主な内容】

・ 当面の課題」のうち地方交付税の総額の確保及び法定率の引上げ、国と地方「

の事実上の協議について、政府において必要な措置を速やかに具体化するとと

もに、三位一体改革に伴い削減された地方交付税の復元・増額を図るよう強く

求める。

・ 中長期の課題」では、今後の改革の当初目標とされた国と地方の税源配分を「

５：５とする税制改革の実現を図るべき。

・地方六団体が提唱した「地方共有税」構想を土台として、地方交付税の改革

論議を深めていくことを政府に求めており、今後の検討に期待。

○政府の直轄事業負担金制度に関するワーキングチームの設置について、二井直轄

事業負担金制度改革プロジェクトチームリーダー（山口県知事）がコメントを発

表 [11月10日]

【主な内容】

・11月２日に開催された知事会と関係大臣等との意見交換会での地方の意見を

踏まえ、早速、設置されたものであり、国の迅速な取組を評価。

・全国知事会としても、国と地方が対等な立場で、しっかりと議論を重ね、直

。轄事業負担金制度改革が地域主権の確立につながる取組となるよう努めていく

○広瀬地方の社会資本整備プロジェクトチームリーダー（大分県知事）が、前原国

土交通大臣と面談し、同プロジェクトチームで取りまとめた「地方の意見を踏ま

えた社会資本の整備を求める」声明文を提出 [11月10日]
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【主な内容】

・平成22年度予算の編成に向け、①必要な道路事業の推進、②ダム事業の見直

し、③事業評価の考え方などについて地方の意見の尊重を求める。

○全国知事会「国と地方の協議の場の法制化プロジェクトチーム」会議 [11月12日]

【主な内容】

・ 国・地方会議（仮称）法案要綱（ＰＴ長試案 」について「 ）

○全国知事会「行政改革プロジェクトチーム」会議 [11月12日]

【主な内容】

・今後の活動方針、検討項目、検討の進め方及び今後のスケジュールについて

○全国知事会「暫定税率・地方環境税・税制プロジェクトチーム」会議 [11月12日]

【主な内容】

・これまでの経緯（報告）

・平成22年度税制改正について

・今後の進め方について

○全国知事会「第18回地方交付税問題小委員会」の開催 [11月12日]

【主な内容】

・地方交付税の復元・増額に関する提言（案）について

○政府の行政刷新会議が行った事業仕分けに対して、井戸地方交付税問題小委員会

委員長（兵庫県知事）がコメントを発表 [11月13日]

【主な内容】

、・今後の地方交付税の改革にあたっては、地方の疲弊した実情を十分に踏まえ

地方交付税を復元・増額することを基本に検討されたい。

○全国知事会「一括交付金プロジェクトチーム」会議 [11月13日]

【主な内容】

・主要論点について

・今後のスケジュール、進め方について

○地方六団体「地方六団体代表者会議」の開催 [11月16日]

【主な内容】

・ 国と地方の協議」について「

・ 地方分権推進全国会議」について「

○国と地方の協議 [11月16日]

【主な内容】

・国と地方の協議の法制化、地域主権推進、地方税財政、その他国と地方に係

る重要政策課題について
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○「地域主権戦略会議」の設置を閣議決定 [11月17日]

【主な内容】

・地域のことは地域に住む住民が決める「地域主権」を早期に確立する観点か

ら 「地域主権」に資する改革に関する施策を検討し、実施するとともに、地方、

分権改革推進委員会の勧告を踏まえた施策を実施するため、内閣府に設置。

○地方六団体「地方分権推進全国会議」の開催 [11月17日]

【主な内容】

・総務大臣との意見交換

・アピール文「地域主権の確立と地方の自立・再生に向けて」を採択

○全国知事会「地方の社会資本整備プロジェクトチーム」会議 [11月19日]

【主な内容】

・今後の活動方針などについて

○全国知事会「第19回地方交付税問題小委員会」の開催 [11月19日]

【主な内容】

・地方交付税の復元・増額に関する提言（案）について

○全国知事会「景気・雇用・地域活性化プロジェクトチーム」会議 [11月19日]

【主な内容】

・政府の「緊急雇用対策」について、荒井内閣総理大臣補佐官（国家戦略担

当）と意見交換

・国の第二次補正予算に対して提言を行うことを決定

・今後の活動方針などについて

○全国知事会「国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム」会議 [11月19日]

【主な内容】

・国の出先機関原則廃止に関する検討方針について

・今後の作業手順について

○景気・雇用・地域活性化プロジェクトチームが「平成21年度第二次補正予算に関

する提言」を取りまとめ、松沢同プロジェクトチームリーダー（神奈川県知事）

の代理として、高橋北海道知事が菅副総理に対して要請活動 [11月24日]

【主な内容】

・第二次補正予算の検討に当たっては、国と地方が力を結集し、この難局を乗

り越えていけるよう、施策の内容及び手法に関して、地方の経済や雇用の実情

などに十分配慮するよう強く求める。

○全国知事会議の開催 [11月25日]

【主な内容】
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・政府主催「全国都道府県知事会議」への対応について

・９つのプロジェクトチームからの報告

・ 地方交付税の復元・増額に関する提言」を決定「

・テレビ会議システムの導入を決定

○政府主催全国都道府県知事会議の開催 [11月25日]

【主な内容】

・鳩山内閣総理大臣と知事との懇談

・各閣僚と知事との懇談

○政府の行政刷新会議で進められている事業仕分けにおいて「地方移管」と結論付

けられた事業について、古田一括交付金プロジェクトチームリーダー（岐阜県知

事）がアピール文を発表 [11月27日]

【主な内容】

・事業仕分けにおいて地方移管とされた事業について、平成22年度の予算編成

等に当たり、その財源のあり方や具体的な制度設計等に十分留意するよう強く

求める。

・政府が平成23年度から実施するとしている「一括交付金」の具体的な概念や

配分方法等の制度設計はもちろんのこと、事業仕分けにおいて地方移管とされ

た事業についても国と地方の協議の場において十分に議論されるべき。

○井戸地方交付税問題小委員会委員長（兵庫県知事）が 「地方交付税の復元・増額、

に関する提言」について、原口総務大臣、藤井財務大臣及び高嶋民主党筆頭副幹

事長に、それぞれ要請活動 [12月２日]

○山田地方分権推進特別委員会委員長（京都府知事）が、義務付け・枠付けの見直

しについてコメントを発表 [12月３日]

【主な内容】

・地方分権改革推進委員会が第３次勧告で示した義務付け・枠付けの見直しの

うち、地方要望分104条項については、地方がこれまでも強く要請してきたもの

であり、勧告に従った見直しを率先して進めるべき。

・義務付け・枠付けの見直しは、政府の地方分権改革への姿勢を示す試金石で

あり、政治主導の下、改革に全力を尽くされることを大いに期待し、また、心

から応援する。

○政府の第３回直轄事業負担金制度等に関するワーキングチームにおいて全国知事

会ヒアリング [12月４日]

【主な内容】

・４省大臣政務官からなる直轄事業負担金制度等に関するワーキングチームの

第３回会合に、二井直轄事業負担金制度改革プロジェクトチームリーダー（山

口県知事）及び古田岐阜県知事が出席し、小川総務大臣政務官及び長安国土交

通大臣政務官と意見交換
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○古田一括交付金プロジェクトチームリーダー（岐阜県知事）が、政府の行政刷新

会議の事業仕分けにおいて 「地方移管」と結論付けられた事業について、原口総、

務大臣に緊急アピール [12月４日]

○厚生労働大臣と全国知事会との意見交換会 [12月４日]

【主な内容】

・地域医療再生（診療報酬・医師確保等）について、神田社会文教常任委員会

委員長（愛知県知事 、橋本茨城県知事、古田岐阜県知事及び加戸愛媛県知事が、）

長妻厚生労働大臣及び足立厚生労働大臣政務官と意見交換。

○政府の規制改革会議が、今後取り組むべき課題等をとりまとめ、仙谷行政刷新担

当大臣に提言 [12月４日]

○「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を閣議決定 [12月８日]

○麻生全国知事会会長（福岡県知事）が 「子ども手当の地方負担に反対する緊急声、

明 －地域主権の理念にかなった制度設計を求める－」を発表 [12月８日]

【主な内容】

・地域主権の理念から、国と地方の役割分担を明確にし、保育所や放課後児童

クラブのようなサービス給付については、地域の実態に応じ自治体の創意工夫

により地方が担当すべきである一方、子ども手当のように全国一律に実施する

現金給付は国が担当し全額負担すべき。

・鳩山内閣総理大臣、原口総務大臣、長妻厚生労働大臣ともに、子ども手当は

全額国費負担で実施するという方針を繰り返し表明されており、地方は負担が

ないと受けとめている。

・地域主権の理念を貫かれた形で予算編成が行われることを強く望む

○地方六団体が「子ども手当の地方負担に反対する緊急声明」を発表 [12月10日]

【主な内容】

・地域主権の理念から、国と地方の役割分担を明確にし、サービス給付につい

ては地方が担当すべきである一方、全国一律に実施する現金給付は国が担当し

全額負担すべき。

・地方が実施責任を負っている多くの厚生行政は国と地方との信頼・協力関係

を基礎として成り立つものであり、国の財政上の都合のみを理由として子ども

。手当の一部を地方が負担する案は、理念が全くなく、信頼関係を著しく損なう

・地方は負担がないと受けとめており、地域主権の理念を貫かれた形で予算編

成が行われることを強く望む。

○地方六団体を代表して山本全国町村会会長が 「子ども手当の地方負担に反対する、

緊急声明」に関して、原口総務大臣及び長浜厚生労働副大臣に要請活動

[12月10日]
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○第１回地域主権戦略会議 [12月14日]

【主な内容】

・ 地域主権」の考え方・改革の主な課題と進め方について「

・地方分権改革推進計画（案）について

○地方六団体が地域主権戦略会議に対し「地域主権推進の工程表に関する意見－地

域主権戦略会議の発足に当たって－」を提出 [12月14日]

【主な内容】

・地域主権に関わる各種のテーマを総合的に含んだ工程表を早期に策定し、地

方も含めた関係者の共通認識の下、強力に進めるべき。

・地域主権確立のため、地方が自由に使える税財源の充実を必ず盛り込み、地

方交付税の復元・増額及び法定率の引上げ、地方税の税源の偏在是正への道筋

等、具体的なテーマについて、年次ごとの目標を設定し、推進すべき。

・ 地域主権戦略会議」の法的な位置付けに当たり、単なる会議の「設置法」で「

はなく、地域主権なり地方分権推進の基本理念を明記した「推進基本法」とす

べき。

・義務付け・枠付けの見直しに関し、工程表では地方分権改革推進委員会の累

次の勧告で示された全項目についての見直しの実現に向け取り組む意志とその

ための工程を明確に示すべき。

・地方分権改革推進委員会第１次勧告で示された基礎自治体への権限移譲や重

、点行政分野の見直しについても、工程を示し、見直しに取り組むべき。その際

権限移譲等に伴う財源の移譲についても一体的に行うことを明確にすべき。

・マニフェストにも掲げられた「国の出先機関は原則廃止する」との基本姿勢

を明確にすべき。

・地域振興による地域間格差解消の道筋を示すべき。

・道州制の取扱いについて、地方六団体の間でも未だ慎重な意見も強いため、

上記の項目について重点的に取り組むべき。

○「地方分権改革推進計画」を閣議決定 [12月15日]

○地方六団体は地方分権改革推進計画の閣議決定を受けて「義務付け・枠付けの更

なる見直しを求める声明」を発表 [12月15日]

【主な内容】

・地方分権改革推進計画において義務付け・枠付け見直しが政治主導で進めら

れ、一定の前進が見られたことは率直に評価。

・地方分権改革推進委員会第３次勧告で示された地方からの最も基本的な104件

の要望について、勧告通りの見直しは36件と約３分の１に留まるなど、政府が

掲げる「地域主権」の理念に沿った内容とは言い難く不十分。

・政府においては、今回の計画には盛り込まれなかった事項や、公立小中学校

、の学級編制のあり方など今後検討するとされた事項を含め更なる見直しを行い

第１次地域主権推進一括法案の内容を充実するよう求める。また、第２次勧告

で示された4,076件も含めたすべてについて、廃止または地方の裁量を拡充する
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工程を早期に明示するよう、改めて強く求める。

○地方六団体「地方六団体代表者会議」の開催 [12月17日]

【主な内容】

・地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合について

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合 [12月17日]

【主な内容】

・ 地域主権」の実現に向けて「

・地方交付税の復元・増額について

・税制改正について

・子ども手当、高校無償化の全額国庫負担について

・直轄事業負担金について

○全国知事会「理事会」の開催 [12月17日]

○全国知事会「景気・雇用・地域活性化プロジェクトチーム」会議 [12月17日]

【主な内容】

・緊急雇用対策について、山井厚生労働大臣政務官及び荒井内閣総理大臣補佐

官（国家戦略担当）と意見交換

・政府「緊急雇用対策」に関する提言について

・ 急激な円高の是正と為替相場の安定について」について「

○全国知事会「地方の社会資本整備プロジェクトチーム」会議 [12月17日]

【主な内容】

・ワーキンググループの設置について

・今後の検討スケジュールについて

・声明文「今後のダム事業のあり方について」について

○全国知事会「国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム」会議 [12月17日]

【主な内容】

・ 事務仕分け」の状況等について「

・地方整備局における「事務仕分け」の課題について

○全国知事会「行政改革プロジェクトチーム」会議 [12月17日]

【主な内容】

・ 都道府県の行政改革～国民の信頼の下、真の分権改革の実現を目指します「

～」について

○全国知事会「暫定税率・地方環境税・税制プロジェクトチーム」会議 [12月17日]

【主な内容】

・平成22年度税制改正について
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○全国知事会「後期高齢者医療制度改革プロジェクトチーム」会議 [12月17日]

【主な内容】

・厚生労働省「高齢者医療制度改革会議（第１回 」報告）

・プロジェクトチームとしての取組について

○直轄事業負担金制度廃止に向けて、二井直轄事業負担金制度改革プロジェクトチ

ームリーダー（山口県知事）が原口総務大臣、小川総務大臣政務官と意見交換

[12月17日]

○国と地方の協議の場実務検討グループ第１回会合 [12月18日]

【主な内容】

・地方側からの提案「国・地方会議（仮称）法案要綱（地方案 」）

・意見交換

○麻生全国知事会会長が「民主党の『平成22年度予算重要要点』に関する緊急声

明」を発表 [12月18日]

【主な内容】

。・政権が掲げる「地域主権」を実現するための時宜を得た提言として高く評価

・所得税の税源移譲に際し削減された交付税原資1.1兆円に見合う交付税の復

元・増額に加え、1.1兆円を上回る規模の新たな交付金の創設が共に盛り込まれ

ることによって地域の再生・活性化が可能と考える。

・子ども手当については 「地方には新たな負担増を求めない」ことが明記され、、

地方の負担は当然ないものと考える。

・ガソリンなどの暫定税率について、現在の租税水準を維持することとされた

が、厳しい地方財政の現状を踏まえた適切な判断と考える。

・以上の方針に沿った予算編成が行われることを強く望む。

○古川佐賀県知事が高嶋民主党筆頭副幹事長、山田京都府知事が松井内閣官房副長

官に「民主党の『平成22年度予算重要要点』に関する緊急声明」声明文を手交

[12月18日]

○地方財政審議会が「地域主権型地方財政のあり方及び2010年度の地方財政につい

ての意見」をまとめ、原口総務大臣に提出 [12月18日]

○松沢景気・雇用・地域活性化プロジェクトチームリーダー（神奈川県知事）が、

政府「緊急雇用対策」に関する提言について、荒井内閣総理大臣補佐官及び太田

厚生労働審議官に対して要請活動 [12月21日]

○全国知事会「一括交付金プロジェクトチーム」会議 [12月21日]

【主な内容】

・一括交付金について
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・事業仕分けにおいて、いわゆる「地方移管」とされた事業について

・今後の対応について

○税制調査会が「平成22年度税制改正大綱」を取りまとめ、鳩山内閣総理大臣に答

申 [12月22日]

○「平成22年度税制改正大綱」を閣議決定 [12月22日]

○「平成22年度地方財政対策」の決定 [12月22日]

○石井暫定税率・地方環境税・地方税制プロジェクトチームリーダー（富山県知

事）が、平成22年度税制改正大綱が閣議されたことに対して、コメントを発表

[12月22日]

【主な内容】

・自動車関係税の暫定税率の当分の間の維持は、厳しい地方財政の現状を踏ま

えた適切な判断

・地球温暖化対策のための税については、地域主権の確立に向けて地方税源を

充実する観点から地方環境税の検討を要望

・扶養控除の所得税と住民税の一体的な見直し、たばこ税の税率の国と地方の

配分割合の堅持は評価

・ 地域主権の確立に向けた地方税財源のあり方」について 「税源の偏在性が「 、

少なく、税収が安定的な地方税体系を構築」するとの方針の明記と、地方税制

に関する地方の 声を十分反映できる仕組みを検討するとされたことについて

は、高く評価

○地方六団体が「平成22年度地方財政対策についての共同声明」 [12月23日]

【主な内容】

・地方交付税の1.1兆円増額とともに、臨時財政対策債と合わせた実質的な地方

交付税が3.6兆円増額されることについて評価。

○地方六団体が「子ども手当の地方負担についての共同声明」 [12月23日]

【主な内容】

・平成22年度限りの暫定措置として子ども手当と児童手当が併給し、児童手当

の地方負担が継続して求められることについて、地域主権の理念があいまいな

ものとなり残念。

・決着に至る過程で、厚生労働大臣から地方に一切協議・説明もなかったこと

は極めて遺憾。

・平成23年度以降の子ども手当の本格的な制度設計に向けては、国と地方の十

分な協議を行うことを求める。その上で、国が全額を負担すべきであるとの地

方の主張に沿って、役割分担を明確にした制度が実現されることを強く望む。

○総務省が「地方行財政検討会議」の設置を発表 [12月25日]
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【主な内容】

・地方政府基本法の制定に向け、地域主権の確立を目指した地方自治法の抜本

的な見直しを行うため、自治体関係者や有識者を交え議論

○「平成22年度予算案」を閣議決定 [12月25日]

○二井直轄事業負担金制度改革プロジェクトチームリーダー（山口県知事）が、直

轄事業負担金制度の見直しに関する国の方針が示されたことに対して、コメント

を発表 [12月25日]

【主な内容】

・維持管理費負担金を全廃する法案を次期通常国会に提出するとされたことは

評価。

・経過措置として来年度も暫定的に継続される維持管理費負担金の事業の範囲

を今後決めていくとされているが、負担を継続する必要性等について十分かつ

明確な説明を求める。

・事務費補助の廃止に伴い増加する地方負担について、今後、十分な財源措置

を講じるべき。

○全国知事会「景気・雇用・地域活性化プロジェクトチーム」において決定した

「急激な円高の是正と為替相場の安定について」について、泉田新潟県知事が大

串財務大臣政務官、民主党の一川副幹事長及び青木副幹事長等に対して要請

[12月25日]

【主な内容】

・急激な円高の進行は、企業の採算悪化や海外企業との価格競争力の低下によ

る受注減少につながり、雇用情勢が一段と悪化することが懸念される。

・政府において、行き過ぎた円高の是正と為替相場の安定に向けて、為替への

介入を含め、的確なマクロ金融・経済政策を早期に講じられるよう強く要望す

る。

○広瀬地方の社会資本整備プロジェクトチームリーダー（大分県知事）が、閣議決

定された平成22年度政府予算案についてコメントを発表 [12月28日]

【主な内容】

・社会資本整備総合交付金（仮称）が創設されたが、公共事業関係経費全体で

は対前年度比18.3％減と大変厳しい。

・ 社会資本整備総合交付金」の具体的な制度設計に際し、社会資本整備が遅れ「

ている地域に配慮した配分額決定の枠組みとするとともに、既存交付金等より

も一層活用しやすい仕組みとするほか、早期に情報提供を行うことを求める。

・社会資本整備に関する事業評価手法の見直しにあたっては、十分な客観性・

透明性を確保しつつ、地域にもたらされる様々な効果や地域が抱える個別の実

情を的確に反映できる仕組みとすることを求める。

・社会資本整備に関する重要な制度・方針の変更を行う場合、国が一方的に決

定するのではなく、その検討過程等において必要な時間的余裕をもって具体的
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情報を開示するとともに、国と地方との協議の場において十分な議論を行い、

地方の意見を反映させることを求める。

○新たな経済成長戦略「輝きのある日本へ」基本方針を閣議決定 [12月30日]

平成２２年

○政府の行政刷新会議第５回会合において、同会議の下に規制改革分科会を新設す

ることを決定 [１月12日]

○全国知事会「第３回この国のあり方に関する研究会」の開催 [１月12日]

【主な内容】

・ この国のあり方の実現に向けて」について「

○子ども手当等に関する厚生労働大臣・地方六団体会合 [１月13日]

【主な内容】

・地方六団体から以下の点等を主張

厚生労働行政は国と地方の信頼関係に基づかなければうまくいかない

子ども手当の制度設計について事前に相談がなかったことは遺憾

一律の現金給付は国が、地域の実情に応じたサービス給付は地方が担当すべ

きと考えている

再来年度以降については、そのような国と地方の役割分担の理念の下に制度

設計し直すべき

・長妻厚生労働大臣からは、一連の経緯についての謝罪、及び再来年度以降の

制度設計に当たっては地方の意見を十分聞く旨の発言

○二井直轄事業負担金制度改革プロジェクトチームリーダー（山口県知事）が平成2

2年度の政府予算案等について、小川総務大臣政務官、長安国土交通大臣政務官と

面談 [１月14日]


